
５
月
議
会
臨
時
会

議
案
第
32
号

問
　
特
別
定
額
給
付
金
事

業
の
周
知
に
つ
い
て

答　
Ｈ
Ｐ
や
タ
ウ
ン
メ
ー

ル
を
活
用
し
ま
す
。

問
　
給
付
方
法
は
口
座
振

込
の
み
で
す
か
。

答　
原
則
、
口
座
振
込
だ

が
、
や
む
を
得
な
い
場
合

を
考
慮
し
て
検
討
し
ま
す
。

全
員
賛
成
で
可
決

議
案
第
33
号

問
　
傷
病
手
当
金
の
支
給

金
額
を
５
４
０
０
円
と
し

た
根
拠
に
つ
い
て

答　
県
の
最
低
賃
金
を
参

考
に
時
短
勤
務
者
を
想
定

し
て
算
出
し
ま
し
た
。

全
員
賛
成
で
可
決

問
　
４
月
に
就
任
し
た
副

市
長
の
期
末
手
当
額
が
全

額
、
減
額
を
さ
れ
て
い
る

が
、
前
職
で
あ
る
総
務
部

長
の
在
職
期
間
を
含
め
て

算
出
さ
れ
て
い
る
の
で
、

総
務
部
長
と
し
て
の
期
間

分
は
期
末
手
当
を
支
給
す

べ
き
で
は
な
い
で
す
か
。

答　
分
割
し
て
の
支
給
は

行
っ
て
い
ま
せ
ん
。

問
　
商
工
会
の
会
員
以
外

５
月
（
第
２
回
）
議
会

臨
時
会

議
案
第
35
号

問
　
多
業
種
に
ま
た
が
る

事
業
者
の
対
応
に
つ
い
て

答　
主
た
る
業
務
、
ま
た

売
上
の
比
率
の
高
い
ほ
う

を
対
象
と
し
ま
す
。

問
　
商
工
会
の
会
員
の
み

が
対
象
だ
が
、
非
会
員
と

公
平
性
に
つ
い
て

答　
誤
解
の
な
い
打
ち
出

し
方
を
し
ま
す
。

　
支
給
対
象
の
公
平
性
が

懸
念
さ
れ
た
た
め
、付
帯

決
議
が
提
案
さ
れ
全
員
賛

成
で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

議
案
第
36
号

問
　
減
免
の
期
数
に
つ
い

て答　
６
月
の
第
１
期
分
と

７
月
の
第
２
期
分
を
減
免

し
ま
す
。全

員
賛
成
で
可
決

へ
の
中
小
企
業
振
興
事
業

の
申
請
方
法
、
申
請
条
件

に
つ
い
て

答　
申
請
受
付
は
商
工
観

光
労
政
課
で
行
う
が
、
事

務
作
業
を
委
託
す
る
業
者

は
確
定
は
し
て
い
ま
せ
ん
。

ま
た
応
募
は
Ｈ
Ｐ
に
申
請

要
綱
な
ど
を
掲
載
し
、
申

請
に
は
申
請
書
の
他
に
直

近
の
確
定
申
告
書
の
写
し
、

法
人
は
登
記
簿
謄
本
の
写

６
月
議
会
定
例
会

議
案
第
42
号

問
　
特
別
職
の
減
額
を
報

酬
で
は
な
く
手
当
と
し
た

理
由
に
つ
い
て

答　
県
内
の
13
市
の
う
ち

12
市
が
同
様
の
減
額
を
し

て
お
り
、
且
つ
期
末
手
当

の
支
給
時
期
で
あ
っ
た
た

め
で
す
。

し
、
飲
食
店
等
は
営
業
許

可
証
の
写
し
な
ど
を
添
付

し
て
も
ら
う
予
定
で
す
。

問
　
給
食
セ
ン
タ
ー
運
営

事
業
の
食
材
の
発
注
取
消

し
に
係
る
違
約
金
が
発
生

し
た
根
拠
、
ま
た
余
剰
食

材
の
行
き
先
に
つ
い
て

答　
契
約
書
に
は
違
約
金

に
関
す
る
規
定
は
な
い
が
、

業
者
側
と
協
議
し
、
発
注

し
た
食
材
を
実
額
で
買
取

り
、
違
約
金
と
し
て
学
校

臨
時
休
業
対
策
費
補
助
金

を
あ
て
ま
し
た
。
発
生
し

た
余
剰
食
材
は
、
３
月
11

日
以
降
、
社
会
福
祉
施
設

や
フ
ー
ド
バ
ン
ク
等
に
提

供
し
て
全
量
引
き
取
っ
て

も
ら
い
ま
し
た
。

予算
常任委員会

5月議会臨時会	 付託案件 2件
５月（第２回）	 付託案件 2件
６月議会定例会	 付託案件 5件

　令和２年度湖南市一般会計補正予算（第３号）中、歳
出予算に係る中小企業振興事業の委託料156,907千円に
ついては、先般議会からの要望に応えて実施される新型
コロナウイルス感染症対策事業としては理解するが、支
給対象者を「湖南市商工会の会員」に限定することは、
「売上高等の減少を受けている個人事業者等の経営基盤
の安定を図るため」との補正目的から逸脱している。
　商工会への加入を促進するための事業実施に異論はな
いが、新型コロナウイルス感染症対策事業としての支援
金を商工会への入会を条件に支給すべきではない。
　商工会非会員が支給を受けるためには商工会への入会
金等の負担が生じ、既存の商工会会員との間に不公平感
が生じる。商工会への入会促進事業は、新型コロナウイ
ルス感染症対策事業と切り離して実施すべきである。
　本事業実施に当たっては、商工会非会員の事業者支援
を含め公平性を確保したうえで、市民の理解を十分に得
て実施するよう強く求めるものである。

　上記決議する。

　　　令和２年５月20日
	 湖南市議会

議案第35号　令和２年度湖南市一般会計補正
予算（第３号）に対する付帯決議
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